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基幹送電用直i充送電籠御保護技術の開発
DevelopmentofHVDCControlandProtectionSYStemSfor

Bulk Power Transmission

電i原の遠隔立地のため,長距離大容量送電技術グ)確立が求められている｡直流送

電技術のうち,とくに基幹系統用として用いるための技術としては,制御システム

の開発が必要であった｡そグ)ため､今回基幹送電系〈､直子充送電を適用するための制

御保護技術として,周波数検出による原子力出力追従制御,系統事故時の高速再起

動,多端子送電時の高速l朝i充反転制御技術などの開発を行ない,更に,マイクロコ

ンピュータを使用した三重化制御装置を試作して,シミュレータによる機能検証を

行なった｡

その結果,原子力発電所の各種制御系との協調性も確認され,更に,多端子制御

システムについても2端子系と同等の性能が得られることが分かった｡

n 緒 言

昭和45年にサイリスタバルブが実用化されて以来,従来グ)

水銀バルブに比べて■交直変換器の信束削隻が大幅に改善された

ため,直音充送電システムの建設が世界各地で促進された｡一

方,我が国でも,昭和52年東京電力株式会社新信濃周波数変

換所1),昭和54年電源開発株式会社北～毎道･本州問直i充連系設

備2)が相次いで運閲し,運転実績を積み重ねている｡しかし,

国内では直i充送電はもっばら系統間遠系装置として緊急時の

電力応援,系統間の経済融通などに使われている｡そのため

将来,遠隔地電源からの長距馳大容量送電,系統安定度対策

など基幹送電系に直i充送電を適用するためには,新たな制御

保護技術の開発が必要とされていた｡

このような情勢に対処するため,東京電力株式会社と日立

製作所は,昭和55年から長距離大容量基幹送電に用いる制御

保護システムの共同開発を進め,J京子力発電所との協調制御

技術,系統拡張への対応が容易な多端子制御技術,及びディ

ジタル化などによる高信頼度化システム技術,を中心にi欠期

直音充送電制御保護システムの確立を区lった｡

その成果として,今回,実用規模の制御保護装置を製作す

るとともに,直壬充送電シミュレータ,原子力プラントシミュ

レータなどを使用して機能検証試験を実施し,その性能を確

認した｡本論文では,まず直i充送電制御保護システムの構成

を紹介し,更に今回開発した各種制御方式･装置3)及びその言式

験結果について述べる｡

8 制御保護技術の開発課題

2.1 開発の歴史

日立製作所では,昭和40年からサイリスタ式直i充送電変換

所機器の開発に着手したが,同時に制御保護システム開発用

の直う充送電シミュレータを設置し,各種技術開発を行なって

きた｡図1に現在までの制御保護技術の開発の経緯を示す｡

昭和40年代前半の基礎検討期に基本的な直流送電制御保護技

術を確立し,ハードウェア的にもアナログICを用し､たi寅算回

路をいち早く実用化した｡そしてそれを昭和45年に運閲した

財団法人機械振興協会納め125kV,300Aサイリスタ変換装

置4)に適用して装置の小形化,高信稗度化を実現した｡その

後,系統間連系システムに対し数々の特徴をもつ我が国独自
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の走力率制御方式5)や,安定運転に欠かせないパルス間隔が

一定なパルス移相制御方式6)を開発し,新信濃周波数変換設

備及び北本直i充連系設備へ適用して実用化段階に入った｡次

に,財団法人電力中央研究所春内め多端子直流送電シミュレー

タなどの開発を通じて多端子制御技術7),弱小交i充系への適

用技術の確立を図ってきた｡

更に昭和55年からは,東京電力株式会社との共同研究によ

って基幹送電用制御保護技術の開発に着手し,原子力発電所

との協調利子卸方式,多端子制御の機能向上,マイクロコンピ

ュータ適用による三重系ディジタル制御システムの開発を行

なってきた｡またこの間,財団法人電力中央研究所納め大規

模交直連系系統シミュレータ装置8)を製作し,長距離大容量

直ラ充送電の現象解析の容易化を図った｡

2.2 基幹送電実現のための技術課題

基本的な直流送電系統の制御保護技術は,我が国では昭和

55年の北本直流連系の完成によりほぼ確立されたと言える｡

しかし,直流送電の特徴を十分発揮するためには連系する交

i充系統,発電所などと協調のとれた制御保護システムを開発

し,適用する必要がある｡

我が国では,将来の電力需要の増大に対応しUHV送電特別

委員会などで検討を進めているように,原子力発電所を電源

基地とした送電容量10GW級,送電距離800km程度の長距離

大容量送電の必要性が高まっている｡そのため,制イ卸保護上

の課題は図2に示すように大きく三つに分類される｡

第一の課題は,電子原が原子力発電所となることから,不必

要なスクラムを防止するための協調制御方式の開発である｡

一般に原子力発電所と系統との協調制御を行なう際には,負

荷となる直流送電系で周波数維持制御を行なうほうが有利

で,発電所のタービン蒸気圧力音別御系にじょう乱を与えない

ような制御システムとする必要がある｡

第二の課題は,将来の系統拡張への対応を容易にすること

である｡従来直流送電は,2端子送電を基本としており,多

端子送電は通信システムへの依存度の増加,f削御の複雑化な

どの理由で運用面で制約が多いとされていた｡そのため,こ

れらの問題点を解決する安定な多端子制御技術の確立が必要

である｡
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年 次(昭和)
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佐久間H>C装置製作
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基 礎 検 討

実 用 化 検 討

財[司法人電力中央研究所納め
多端子H>DCシーミュレーク製作

東京屠夏祭墓毒悉繁め
-て;;;芯7■も____

テーイジタノレイヒ
制御イ呆言肇装置言式作

ト■■■■■■■■■■■■■■■■■1
財団法人電力中央研究所納め

安直連系系系充シミュレータ製作
ト･----････････････････+

東京電プコ株式会社納古り

基幹i蓋電用制御イ呆喜章装置言式作

実 用 化

基幹送電技術開発

基本制御保護方式開発

●定電力制御

●定電流,定電圧制御

●自動潮流反転制御

●ソフトウェア起動制御

●サイリスタパルフ1呆護

IC演算制御回路開発

新制御方式開発

●定力率制御

●パルス間隔一定制御

●12相パルス制御

多端子制御方式開発

●電圧マージン制御

●起動･停止制御

●自動潮涜反転制御

弱小交流系統への適用制御

●安定度解析プログラム

●高速再起動方式

直流送電線保護方式開発

原子力発電所との協調制御開発

●周波数同期起動制御

●二重ループ周波数制御

多端子制御開発

●多段電圧マージン制御

●高速潮流反転制御

ディジタル制御開発

●サンプリング同期方式

●三重化制御方式

注:略語説明

HVDC(HighVoltageDけeCt Current),HVC(H唱hVo】tageCon〉erter),FC(Freq]e=CyCo[Verter)
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図l 日立製作所直流送

電制御保護技術開発の経

緯 昭和40年に開発を開始

L,昭和55年の電≦原開発株式

会社北本直)充連系設備の運開

で基本技術の開発は終了Lた｡

その後多端子制御などの開発

を王暗まえ,昭和55年から基幹

送電用制御保護技術の開発に

着手した｡

子変換所

も

図2 基幹送電実現のための技術課題 長距離大容量送電を行なうた

めには,原子力発電所との協調,多端子制御技術の確立及び高信頼度制御保護

システムの開発,が課題となった｡

第三の課窟は,安定な大容量送電を行なう場合の装置故障

によるシステム停止の防止と保守点検の容易化である｡

田 制御保護システムの構成

3.1基本構成

直子充送電は,電力を送り出す順変換所と√受け口となる逆変

換所が一対となって運用され,順,逆変換所の指定は制御系

により自由に設定し電力潮i充の反転を行なう｡図3に,長距

離送電での制御保護システムの基本構成を示す｡このシステ

ムは,一般にシステム全体を監視制御する親変換所と,親変

換所の指令によって運転制御される子変換所から構成され

る｡直流系を運転するために必要な交流系統側の情報(周波

数,潮流状態など)は,親変換所にいったん集約され,そこで

最適運転電力の計算,起動･停止の判定を行なって両端の制

御装置に指令を与える｡したがって,通常の運転操作は親変

換所て､行なわれる｡そのため長距雄大容量送電の場合,親変

換所は電i原側に設置し,原子力発電所との協調制御を行なう

ので,信号伝送依存度の低い安定した制御が可能となる｡

3.2 変換器制御装置の階層構成

更に,具体的な変換著呂滞り御装置の構成を図4に示す｡直i充

送電系統は一般に経済性,信頼性,損失低減などの理由で正

極と負極を一対とした及塩構成が基本となる｡制御装置は,

各ブリッジに対応したバルブ群制御装置を底辺とした階層構
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図3 直)充送電制御システムの基本構成 直流送電は,規変摸所と

子変模所の一対で構成され,通常は規変棟所でシステム全体の監視制御を行なう

造をもつ｡相手端変換所の装置は通信系を介して極単位にイ

ンタフェースをもち,極ごとに独立して運転される｡これら

極制御装置は系統制御装置により統括制御されるとともに,

各々単独でも運転可能な構成となっている｡

q 原子力発電所との協調制御

4.1 送電電力の制御方式

原子力発電所では,目下のところ基底負荷運転を行ない,

周波数調整のための運転は行なっていない｡そのため交流系

統と直接連系される場合,系統全体の周波数維持は水力発電

所,火力発電所の出力を調整して行なわれている｡しかし,

原子力発電所の出力をすべて直流系で送電する場合,その送

電電力値は発電機タービンの蒸気圧力制御系と十分協調をと

る必要がある｡図5に今回開発した直流送電電力制御系の概

略構成を示す｡本方式は,発電所と直i充系の各制御システム

の独立性を維持しながら,かつ信頼度の高い制御を行なうた
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図5 発電所との協調制御システム

って協調を図る｡.
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周波数一定制御

(主制御)
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制御回路

第1極
制御保護

+
‾‾

｢

第2極
制御保護

_________________+

型+
画一現場操作

通信系

コL

定電流制御回路

低値通過ゲート

定電圧制御回路

パルス発生回路

送電線

一針2

図4 変換器制御装置の

階層構成 制御装置はバ

ルブ群制御装置を底辺に,系

統制御装置を頂点とLた階層

構造をもつ｡

子変換所制御システム

定電涜制御回路

低値通過ゲート

定電圧制御回路

E竺__+
電力 ⊂==>

注:略語説明 T(タービン),G(発電機),C(復水器),EHC(電子式ガバナ)

交流系統

卜一･瑠

原子力発電所は,負荷設定に応じた圧力制御を行ない,直流変換所は,周波数検出による負荷制御を行なうことによ

め,周波数検出を主体とした方式である｡すなわち,発電所

出力の設定は従来と同様負荷設定器=で行ない,タービン蒸気

圧力を制御する｡一方,直ラ充送電制御系では,発電機出力周

波数を検出して,常に定格値となるように送電電力を制御す

る｡こグ)周波数制御系は,積分利子卸を主体とした主制御と,

比例制御を主体としたマイナ制御の二重ループ構成で,0.1秒

以下の高速応答と±0.02Hz以内の高精度制御を実現し,また

信頼度的にもマイナループを極単位に分散独立させて,冗長

性のあるシステムとなっている｡

4.2 系統事故時の制御

従来直流送電は,系統事故が発生し変換所母線電圧が規定

値以下になると,いったん運転を停止L,電圧が正常に回復

したあと再起動していた｡そのため,交i充送電系に比べて系

統事故発生時の波及による送電中断時間が良いことが大きな

欠点とされていた｡特に原子力発電所では,このような送電

中断が原子炉スクラムの原因となり,直i充送電適用上の大き

な問題であった｡

この系統事故時停止の大きな要因は,サイリスタバルブの

点弓瓜パルス発生のための同期電卓原が確保できないことにあっ

た｡そのため,図6に示す位相記憶回路付きのAPPS(自動パ

ルス移相器)を開発9)し,更に事故回復時の転i充失敗及び過i度

動揺を防止するための位相制御を行なうことによって,短時

間の電圧低【Fであればそのまま運転継続し,電圧回復ととも

に送電が行なえる高速再起動方式を実現した｡

図7にシミュレータによる3緑地絡試験の結果を示す｡電

圧低下が約70msで回復したのち,約100msで事故前の送電レ

ベルに達している｡またその後,周波数制御により送電電力

が増加しタービンの減速を図っている｡このように電源から

の単独送電の場合,直i充送電では負荷側との脱調問題がない

ので発電機との協調だけを考えれば安定な送電を継続するこ

とができる｡

日 系統拡張への対応

将来の系統構成の多様化に対応するためには,多端子送電

技術の確立はぜひとも必要である｡多端子送電系の基本制御

方式としては既に世界各国で数多くの方式が提案されてお

り,東京電力株式会社と日立製作所は今回の開発の過程で通

信系への依存度を低くした多段電圧マージン制御方式を開発

し,基本機能の検証を終えた｡しかし,多端子送電を行なう場

合,潮手元方向が常に一方向の場合は問題ないが,1箇所だけ

の潮ラ充を短時間内に反転して系統間の潮i充バランスを取る必

要がある場合,従来は極性切換スイッチを設け,いったん変

換器運転を停止してから変換器接続極性を切り換え,その後

再起動する必要があった｡この方式では潮音充反転に0.5～1秒
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交流系 変換用変圧器

電圧低下検出器
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信
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切
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従来のパルス発生回路

点弧位相指令

注:略語説明 PLO(Phase Locked Osclllator)

図6 新しい点弧パルス発生装置の構成 変換所母線電圧が低下L

ても位相制御が行なえるように,位相記憶回路付きAPPS(自動パルス移相器)

を開発L,系‡統事故中でも点弧パルスの発生を可能とした｡
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注:略語説明Jd(直流電流),Vd(直流電圧)

区17 里側交流系の3緑地絡時のシミュレータ試験結果 電圧回

復と同時に直)充電庄が発生L,100ms後には事故発生前の送電電力を確保して

いる｡

同期信号

系
統
制
御
へ

G〉づ

｢に

潮流設定

ん

一仏† りd2

ギ○づ 座SWI
SW2

RECl lNVl

(A変換所) (B変換所)
‾

｢

ACR

ACR

＋

Jdl

Jd2

APR

APPS

APPS

lNV2

(C変換所)
注:略語説明

APR(定電力制御回路)

AOR(定無効電力制御回路)
ACR(定電流制御回路)

APPS(パルス移相制御回路)
SWl,SW2(極性切替スイッチ)聖子三+言訳ヲ(;㍊呈譜空諾翳)

図8 高速潮流反転システムの構成 サイリスタバルブを逆並列に接

続LたC変換所は,各サイリスタバルブを涜れる直涜電流を調整することによ

つて,送電電力,系統からの消費無効電力を制御できる｡

の時間を要し,直流送電の高速応答性を損ない,多端子系と

なると緊急電力応援などへの対応が困難であった｡

そのため,このような場合にも従来の2端子送電と同じよ

うに対応できる方式として,図8に示す高速潮音充反転システ

ムを開発した｡同図中で,C変換所ではサイリスタバルブが逆

並列に接続されておr),二つの変換器にラ充れる電i充の差分が

他変換所との融通電力に等しくなる｡このようにして見掛け

上の電流極性を変えることでC変換所の融通電力はサイリス

タバルブのゲート制御だけで零から任意の値に選ぶことがで

きる｡更に,二つのサイリスタバルブの間に循環電i充を流し,

この値を調整することによって系統からの消費無効電力を同

時に制御することもできる｡なお,逆並列接続した二つの変

換器は,上記の高速なゲート操作による潮流反転後,極性切

換スイッチにより反転側の変換器と同じ方向に並列接続しな

おすと,2台分の設備容量まで潮流をi充せる｡
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図9 ディジタル化制御

装置の回路ブロック図

パルス位相演算,起動･停止

シーケンスなど,保護部とイ

ンタフェース部を除き完全に

ディジタル化されている｡



l司 ディジタル技術の適用

マイクロコンビータ技術の発達によって高速･高精度清算

が可能となった｡そのため,直音充送電制御装置の系統拡張,

多重化など装置の高機台巨化への容易性と自己診断,標準化に

よる信頼性,保守性の向上を図るためディジタル化を図った｡

6.1ディジタル化装置の構成

装置は階層別に独立したマイクロコンピュータを適用した

分散システムとした｡特に,極単位に設置される変換器制御

装置は,サイリスタバルブの点弧位相i寅算を行なうためi寅算

周期を1ms程度とする必要があり,専用の高速i寅算マイクロ

コンピュータを開発して適‥開した｡図9に変換器制御装置の

回路ブロックを示す｡本装置の特徴の一つは,寸寅算周期を12

相の点弧パルスに同期化させ,直幸充電流などの主回路リップ

START

ONパルス割込み

メイン処理 =1

割 込 み
=0

(高速演算処理〉

データ読み込み

タップ補正演算

HVDC制御
プログラム

12相OR ONパルス

サブ メイン処理

A-D変換

定電流制御11

制御選択≡て〈
周波数制御l

定電力制御lフ ラ グ

-2

=3 定電圧制御(1)l

定電圧制御(2)l
サブメイン処王里=1
割 込 み

(低速演算処理)

メイン処理

(高速演算)

約290〟S 約1ms

メータ表示

=0

習警琴=1
=2

起動位相演算

起動シーケンス

停止シーケンス

12相OR ONパルス

(低速演算)

A-D変換

約1.67ms

図柑 ソフトウェアの基本構成 約Imsの高速演算を実行するためタ

スク分割を行ない,制御機能により演算周期を調整している｡

基幹送電用直流送電制御保護技術の開発 453

ルの影響を自動的に排除するとともに,多重化時の装置間の

信号リンケージを容易にしていることにある｡

6.2 ソフトウェア構成

図tOに本装置のソフトウェアの基本構成を示す｡演算の高

速化を実現するために各f別御機能をサブルーチン化し,毎サ

ンプルに演算実行が必要な高速制御と,数サンプルに1回の

清貧でも十分特性の得られる制御に分割し,タスク分割処理

を行なった｡

l】 システム試験

7.1制御装置の試作

以上説明した開発成果の検証のために,1極分の実用規模

の装置を製作し,シミュレータ試験を実施した｡図‖に三重

化構成の変換器制御装置の外観と,16ビットマイクロコンビ

詔
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打jll過脚で､川
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濁

図tl三重化テざィジタル装置の外観 本装置は.原子力との協調制御.

多端子制御機能を内プ敬し,16ビットマイクロコンピュータて点弧位相をlサイ

クルに-2回演算している｡
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●速度･負
荷制御ユ

ロ
タービン●給水制御シス ●再循環ポンプ ニット

テム 制御システム モデル
弁モデル モデル

原子炉制御系モデル タービン制御系モデル(巨HC)

(b)原子力プラントシミュレータ ブロック図

図12 原子力プラントシミ

ュレータ 原子炉,蒸気圧

力制御及びタービン系を模擬し,

直流系との協調性の検証を行な

う｡
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図13 原子力単独送電時の初起動 所内単独運転から負荷運転へと移

行するときのシミュレーション結果を示す｡直流系は周波数の変化を検出Lて,

自動起動から発電機出力追従運転に入ってゆき,安定な起動ができる｡

ユータを内蔵した演算制御ユニットを示す｡本装置は,原子

力発電所との協調制御,多端子送電利子卸の機能を内蔵し,更

に制御装置の部品故障によるシステム停止確率を最小化する

ため三重化20ut Of3システムを採用している｡

7.2 試験結果

検証試験は,定格±100V,1Aの直i充送電シミュレータに図

12に示す原子力プラントシミュレータを組み合わせ,通常の

運転制御試験,系統事故想定試験,保守性の確認試験などを

実施し良好な結果を得た｡次にその一例を紹介する｡

(1)原子力70ラント初起動試験

原子力発電所からの出力を直音充送電だけで送電する単独送

電時の初起動のオシログラムを図柑に示す｡蒸気バイパスの

状態から負荷設定を上げると加減弁流量が増加し,出力周波

数が50.1Hzに達すると直音充系が自動起動する｡更に加減弁i充

量が増加すると周波数検出による負荷追従運転を開始し,原

子炉出力に応じて直i充送電電力制御を行なうことにより,負

荷上昇を安定に行なえることが確認された｡

(2)多端子高速潮流反転試験

多端子系統の1端局高速潮流反転試験のオンログラム例を

図14に示す｡潮流反転は100ms以内に安定に行なわれており,

従来の2端子送電系以上の高速応答が可能であることが確認

で-きた｡

t司 結 言･

直章魚送電は既存の交流.系統の安定度の向上,電力系統の高

効率運用に効果的な技術となっている｡今回,この長距雄大

容量送電を実現するための大きな技術課題であった原子力発

電所との協調制御,系統拡張への対応が容易な多端子制御シ

ステムと,更に安定な電力輸送を確保するためディジタル化

技術を主体とした高信緯度化装置を開発し,検証試験を終え

34

順変換所交読電圧/

逆変換所1交涜電圧ノ

逆変換所2交流電圧＼

｢ん･
順変換所

逆変換所1

逆変換所2

逆変換耐

0.44A

.州1.1肌ら■-i■i;.l….!i･;i痴;瓦洲几1仇･M.･脚-㌔･･川州…l州州Il､ちⅦL･止肌l仇･爪Illll州Ill肌l㌔凪･.l･.l･.も･凪岨"l帆"-･.l･も㈹･脱胤岨仇側胤仏肌仙棚勒1
｢仙

--0･07A

O･33A
■

0･07A

AV仙1＼■.肌＼1肌爪.■と州爪1■れYJ.■.111Ⅵ1仙1■■㌔■L■山1仙脚机州･州州‖･1ゝ11･…州…11L･1…LL･･LLLLL･･L･州L

-BJd

O･33A
o.07A

棚Im■山＼＼W肌冊A湖肌h■仙＼＼肌坑仙＼＼仙＼.WJJ

10･33A

川珊～冊;

J

90ms

‾｢

.･附J′f‾脚.酌･･J仰J.F.r｡.･.脚J
0.25A

/爛仰JJ/川棚ノ脚仰珊耶㈲r脚州柵州†何が打｢肌甘脚J〝JJJJ.｢
0.7A

｢-ん

0･25A･

川r州州緬J仙･J仙･〟J.

+-′州脚■棚州∫璽･川和r√√…仰州庁l仰r洲仰--`竺′■:∫二三r㌘州∫'脚′
′d

-0･26A忘mゴ
0.26A

試覧奏回路

順変換所

革

DCL
DC送電線

DCL

白7㌻

AJd

卒
受

史

逆変換所1

逆変換所2

図川 高速潮主充反転 直流多端子系での高遠潮流反転時のオシログラム

であり,反転時間は100ms以内となっている｡

実用化への見通しを得ることができた｡

今後更に電力系統の拡充が進む中で,系統安定度向上対策,

短絡電流抑制対策などに直流送電が効果を発揮する場合が出

てくると考えられる｡この面でも今回開発した技術は有効に

活用できると考える｡

終わりに,今回の技術開発に当たり子卸指導をいただいた関

係各位に対して,心から御礼を申し上げる次第である｡
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